
  下記のとおり、消費税申告書の提出期限の特例の適用をやめたいので、消費税法第45条の２

第28-(15)号様式

消費税申告期限延長不適用届出書
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第２項の規定により届出します。
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 注意　１．裏面の記載要領等に留意の上、記載してください。

　　　 ２．税務署処理欄は、記載しないでください。
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消費税申告期限延長不適用届出書の記載要領等 

 

 

１ 提出すべき場合 

この届出書は、法第45条の２第１項又は第２項の規定（消費税の確定申告の期限の延長特例）の適用を受けてい

る法人が、その適用をやめようとする場合に提出するものです（法45の２②）。 

 

２  提出時期等 

この届出書は、特例の適用をやめようとする事業年度又は連結事業年度終了の日の属する課税期間の末日までに、

納税地の所轄税務署長に１通（調査課所管法人にあっては２通）提出してください。 

 

３  記載要領  

⑴  「申告期限延長の適用開始課税期間」欄は、消費税の確定申告の期限の延長特例の適用を開始した課税期間

の初日及び末日を記載します。 

⑵  「事業年度」欄は、法人の事業年度を記載します。 

⑶  「申告期限延長の適用をやめようとする課税期間」欄には、消費税の確定申告の期限の延長特例の適用をや

めようとする課税期間の初日及び末日を記載します。 

⑷  「事業を廃止した場合の廃止した日」欄は、事業を廃止した年月日を記載します。 

⑸  「参考事項」欄には、その他参考となる事項等がある場合に記載します。 

⑹  記載内容等についてご不明な場合は、最寄りの税務署にお問い合わせください。 

 


